特定建築物の登録免許税に係る認定集約都市開発事業の完了後における
家屋の引き渡し等証明書

（あて先）座間市長

下記の家屋について、建築後使用されたことのない住宅用家屋であって、
　　　　認定集約都市開発事業が完了した後に入居する者に引き渡した
　　　　認定集約開発事業が完了しており、入居する者に今後引き渡す予定である
旨を証明します。

	認定集約都市開発事業者の住所
	

	認定集約都市開発事業者の名称
	

	認定集約都市開発事業の名称
	

	家屋の所在地
	

	入居する者又は入居する予定の者の氏名
	

	認定集約都市開発事業が完了した日
	[bookmark: _GoBack]令和　　　年　　　月　　　日

	建築後使用されたことのない住宅用家屋について、入居する者に家屋を引き渡した日又は今後引き渡す予定である旨
	（１）引き渡した日
　　　　令和　　　年　　　月　　　日
（２）今後引き渡す予定
　　　　



　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　令和　　　年　　　月　　　日

認定集約都市開発事業者　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印


＜備考＞
１　「認定集約都市開発事業が完了した日」については、都市の低炭素化の促進に関する
　法律（平成２４年法律第８４号）第１２条に基づき市町村へ報告する、認定集約都市開
　発事業の工事が終了した日と同一とすること。
２　「建築後使用されたことのない住宅用家屋について、入居する者に家屋を引き渡した
　日又は今後引き渡す予定である旨」の欄は、（１）又は（２）のうち該当するものに〇印
　を付け、（１）についてはその日付を書き込むこと。
（注）｛　｝の中は、該当するものをそれぞれ〇印で囲む。
